
来年度の協議会の進め方・テーマについて（案） 資料３－２

１．協議会（全体会議）

テーマ 概要

各主体のエネルギー関連の取
組みに関する意見交換等

大阪府・大阪市の取組みに関して施策事業集（単年度アクションプログラム）のほか、各
主体のエネルギー関連の取組み状況等について情報共有を行うとともに、今後の取組みの
方向性等について意見交換等を行う。また、部門別会議について開催計画の検討を行う
とともに開催結果の共有を図り、各主体の取組みの促進に向けた協議を行う。

国のエネルギー政策・地球温
暖化対策の動向に関する情
報共有等

各主体の取組みに関連する国のエネルギー政策や地球温暖化対策の動向に関する情報
共有等を行う。

電力需給状況に関する情報
共有等

夏季及び冬季の電力需給の実績や見通しについて情報共有を行い、各主体における対
応について意見交換を行う。

○全体会議では、「おおさかスマートエネルギープラン」に基づく取組みの進捗状況や、エネル

ギーに関する共通的なテーマについての情報共有や意見交換のほか、部門別会議のテーマ

や進め方について意見交換等を行う。

○年2回の開催を基本とする。

○協議会のテーマについては、「おおさかスマートエネルギープラン」の方向性等を踏まえつつ、

構成員の皆様からのご意見をお聞きしながら決定する。

○決定されたテーマをもとに最新情報を保有する者や先進的な取組みを実践する者などから

情報等を得ながら意見交換を行う。



来年度の協議会の進め方：部門別会議（案）

２．部門別会議
○全ての構成員に密接に関係しない個別具体的なテーマについて、テーマに関係する構成員の
ほか、構成員以外の者でテーマに関連する団体等の参加を得ながら議論を行う。

○部門別会議の開催の結果は、全体会議で事務局より報告し、情報共有を行う。

（１）事業者・家庭部門会議

○テーマについては、継続的に検討を行い、構成員の意見を聞きながら決定することを基本とする。
○メンバーは、構成員の中で関係の深いものに加え、構成員以外の者の参加についても検討する。

（２）市町村部門会議

○市町村と連携してエネルギー関連の施策を推進するため、エネルギー政策に関するテーマについ
て情報共有や意見交換を行う。

○メンバーは、大阪府と構成員を含む全ての市町村とする。

３．その他
○エネルギー関連の取組みに係る啓発等について検討する。
○ 市町村等の意向を踏まえ、市町村担当者等を対象とした現地見学会や研修会の実施・充実
について検討する。



協議会のテーマ：部門別会議（案）

テーマ 概要

需給一体型太陽光発電の普
及促進

住宅用・非住宅用（事業用）ともに、設置者による初期費用負担のないいわゆるPPAモ
デルなど地域で需給一体的に活用される太陽光発電の導入に関する現状について理解を
深め、普及促進に向けた方策について検討を行う。

再生可能エネルギー電気の需
要拡大

再生可能エネルギー電気の需要拡大の意義について共有を図るとともに、RE100や再エ
ネ100宣言RE Actionなどに取り組む府内の事業者の支援をはじめ、事業者や府民が再
生可能エネルギー電気を選択しやすい環境づくりを推進するための方策について検討を行う。

都市型の再生可能エネルギー
の普及促進

屋根置き太陽光発電や営農型太陽光発電、太陽光発電以外の再生可能エネルギーや
未利用エネルギー（廃棄物系バイオマス、小水力、地中熱、下水熱等）の有効活用を
推進するため、活用可能性の高い需要家や関連業界団体等と現状・課題の共有を行うと
ともに、普及促進に向けた方策について検討を行う。

ZEHやZEBの普及促進 快適で健康にもいいZEH・ZEBの普及に関する現状について理解を深め、普及促進に向
けた方策について検討を行う。

エネルギーの面的利用の促進 自立・分散型電源やエネルギーマネジメントシステム（EMS）を活用して地域におけるエネ
ルギーの有効利用やレジリエンスの強化につながる面的利用の取組みについて、先進事例
など現状について理解を深め、普及促進に向けた方策について検討を行う。

デジタル技術やナッジを活用し
た効果的な啓発の促進等

デジタル技術やナッジなど行動科学の知見の活用による効果的な省エネ啓発の促進やエネ
ルギー教育の充実に向けた方策について、エネルギー供給事業者等との連携も含めて検討
を行う。

電力需給調整力の強化 エネルギー供給の効率化や安定化に寄与するデマンドレスポンス（DR）やバーチャルパ
ワープラント（VPP）など電力需給調整力の強化に向けた民間事業者等の取組み状況
等について、情報共有を図り理解を深める。

脱炭素化に向けた中小企業
等の支援

サプライチェーンを通じた要請等により再生可能エネルギーの利用など事業活動を通じた脱
炭素化に向けた取組みを進めようとする中小企業等に対し、エネルギー供給事業者等とも
連携し、先進事例やノウハウの共有を図ることなどによる支援方策について検討を行う。


